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おわりに

は　じ　め　に

　筆者はかねてより ，資本主義体制の危機について考察をすすめてきた。最近 ，

資本主義諸国の好景気の持続と ，杜会主義諸国の経済的行き詰まりから ，危機

についての論及は少なくな っているか，資本主義の諸矛盾はなくな ったわけで

はなく ，次の恐慌時には一気に吹き出してくる危険性がある。これがただちに

資本主義体制の危機につながるかとうかは別にして ，これらの諸矛盾の発現形

態を把握することは依然として重要な課題であろう 。

　１９７０年代半ばから８０年代前半にかけての世界的な不況のなかで，例えぼｒ第

三の歴史的危機」という言葉が使われるくらい，資本主義世界経済は混乱状態

に陥 っていたが，８０年代の後半にな っておおかたの予想とは異な った好況が続
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いている 。筆者はその原因を，先進資本主義諸国におけるハイテク化を軸にし

た産業の再編と ，いわゆる発展途上国におげる一定の資本主義的工業化の進展

とをべ 一スにした「世界的な規模での分業体制の再編成」にあると考えている

が， 今までのマルクス経済学が矛盾の激化を分析することにそのほとんどのエ

ネルギーを費やしてきており ，現在展開されているような資本の再編能力に対

して十分な注意をはらっ てこなかったきらいが無きにしもあらずといえよう 。

　筆者がこのような憤向の強い学説としてまず思い浮かべるのは国家独占資本

主義論てある 。おりしも最近「国家独占資本主義論の限界」がささやかれてい
　　ユ）

るか，それでは国家独占資本主義か解消したかとなると ，とんでもないことて

あり ，依然として国家独占資本主義そのものは健在である 。しかし，国家独占

資本主義論において，矛盾の把握や今後の展望に対して一定の弱点があ ったの

も事実であろう 。そして，矛盾の把握という場合，それはきわめて具体的かつ

体系的になされる必要があるが，その際にはまず第一にその時 々の独占資本の

具体的な構造の把握が問われるであろう 。筆者がここで「独占資本の構造」と

して思い浮かへている内容は，資本蓄積の到達 レヘル（資本規模，資本の組織形

態）と独占資本間の世界市場での競争関係であるが，この「独占資本の構造」

は他方で階級問の関係を大きく規定する 。

　他方，資本主義の矛盾についていえぼ，周知のとおりエンゲルス が『反デ

ューリノク論』のなかて定式化した「資本主義の基本的矛盾」かある 。そして

この基本的矛盾は「階級対立」と「生産の無政府性」という二つの発現形態を

とっ て現実化するものとされ，その具体的事例として労働者階級の貧困化と過

剰生産恐慌があげられてきた。資本主義体制の危機と ，この二つの発現形態と

の関係についていえば，「生産の無政府性」がもたらす諸矛盾か「階級対立」

にかかわる諸矛盾を激化させ，その結果，資太主義体制の存亡か問われるとい

う論理構造にな っていたと思われる 。そしてこの「生産の無政府性」とはとり

もなおさず諸資本間の競争（とりわけ独占資本間の競争）の結果もたらされるも

のであり ，したが って ，この面からも「独占資本の構造」を具体的に把握する

事の重要性か想起されるのてある 。そしてこのことは逆に資本主義的再編によ
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る矛盾の解決形態の考察にとっ ても不可欠のことであろう 。

　この小論で検討するのは，国家独占資本主義論において資本主義の矛盾かと

のようなものとして把握されていたか，さらにその基礎として「独占資本の構

造」がどのようなものとして把握されていたかという問題である。まず最初に ，

独占資本主義分析あるいは国家独占資本主義分析の出発点ともいうへきレー二

：■の国家独占資本主義論から検討を始めよう 。

　　１）川田侃『国際政治経済学をめさして』（１９８８年１月 ，御茶の水書房）ｐ１５３～

　　　１５４参照 。

第一章　レーニンの国家独占資本主義論における

　　　独占資本の構造把握

　レーニソの国家独占資本主義についての言及は，『帝国主義論』か書かれた

時期，つまり ，第一次世界大戦の最中に ロシアの労働者階級がどのように戦う

べきかという戦術提起として行われている。したが って ，それはなにか学術的

な論文としてまとめられたものではなく ，実践的必要性から生じた事実認識と

しての国家独占資本主義への言及である 。ここでは，その代表的著作である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
『さしせまる破局，それとどうたたかうか』（１９１７年１０月）をとりあげて ，その

国家独占資本主義論の構造を検討する 。

　この著作は，戦争による破局が目前に迫 っており ，それを防ぐにはどのよう

な統制が必要かという戦術提起から始まっ ているか，その中で国家独占資本主

義といわれるものの内容が説明されている 。それは具体的な五つの提案からな

　　　　　　　　　　　２）
っているので，その要旨を簡単に紹介しよう 。

　０　銀行の国有化一・・現代の銀行は商工業と密接に結びついており ，そのう

え官吏と結託して国家から超過利潤を引き出すとともに，金融操作を自由にし

て， 膨大な利潤を獲得している 。しかも全国的な規模を持った銀行は少数であ
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り， ドイツでは４つ，アメリカでは２つにすぎない 。

　このような銀行を国有化し，一つに統合することによっ て， すべての貨幣操

作を概観し ，統制して ，膨大な手数料を制限すべきである 。

　　　 ソノノケートの国有化　　現代の商工業の主要部分は銀行と不可分に結

ぴついており ，銀行の国有化と商工業の国有化をぬきにしては意味をなさない 。

例えぼ，砂糖業はツァーリ時代に大合同を行 ったが，これは膨大な利潤と職

員・ 労働者の無権利状態をもたらした。国家はそのために生産調整を実施して

いる 。また，石油についていえは，利札切りである二人の石油王か官吏を買収

し， 膨大な利潤を確保している 。今，石油の増産のためには，国有化による統

制が必要である 。また，炭坑業においても生産サポタージ ュが行われているが ，

政府はこれを黙認している 。

　　　営業の秘密の廃止　　現在の独占資本主義は杜会化された経済てあり ，

さらに，戦争により ，企業は国家目当てに働いており ，そこでは合法的な官金

私消か行われている 。例えは，一日の戦費５，ＯＯＯ万ルーフリの大部分は軍需品

納入業者の手にはいるか，そのうち１，ＯＯＯ万から５００万ルーフリは資本家や官吏

の所得にな っている 。

　＠　商工業の強制的な組合への統合 ・・・… 完全な報告制の実施のために，また ，

原料の購入，販売，国民の資金と労働力の節約のため，業務の結合が必要であ

る。

　　　消費の規制……民衆的「食料」の規制だけではだめで，金持ちの著ｆ多品

の規制が必要である 。

　このような統制についての戦術提起に加えて，当時のケレンスキー内閣のも

とで実施されている諸政策の階級的性格について言及がなされている 。例えば ，

全国食糧委員会での資本家階級の代表者の「食糧が値上げされる」という予言

か的中したことを取り上げて ，このことはケレ■スキー内閣か資本家階級の代

表であることを物語っているという叙述や，また，戦争遂行のための紙幣の乱

発が投機を助長し ，物価騰貴の原因とな っており ，これらのことは現在の統制

が反動的 ・官僚的な統制にすぎないことを物語っている ，という叙述の中にこ
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のことがうかがえるであろう 。

　さらに，第一次世界大戦が独占資本主義を国家独占資本主義に転化させたこ

と， そしてこの国家独占資本主義は，労働者階級の憤激を呼ぶことによっ て杜

会主義を準備するだけでなく ，各種の統制の手法が杜会主義の物質的基礎を生

みだし，したが って ，国家独占資本主義はまさに杜会主義の日１ｊ夜である ，とい

う歴史的評価が与えられている 。

　以上のような説明の中に，レーニソの国家独占資本主義の内容の理解が読み

取れるであろう 。その内容は，国家独占資本主義とい っても現在のような発達

した国家独占資本主義ではなく ，戦争遂行のための統制と ，それに対する商工

業や銀行資本家と官吏の結託による官金私消とである 。

　ところで，このような レーニンの国家独占資本主義論は，当初に述へた問題 ，

すなわち，独占資本の構造の把握とどのように関連しているのであろうか 。

　すでに広く言われていることではあるが，レーニンの国家独占資本主義論は
　　　　　３）
『帝国主義論』と表裏一体のものである 。『帝国主義論』は２０世紀初頭の資本主

義世界経済の概観図を，その国際的相互関係において示すことであ った。そこ

では，帝国主義各国が産業独占体と銀行独占体の結合した金融資本によっ て支

配され，さらにこの独占体 ・金融資本の支配は世界市場にも及んでいることが ，

資本輸出，世界市場分割，領土分割を例にとっ て説明され，さらに，各国の世

界分割の不均等と発展の不均等が重な って帝国主義戦争にならざるを得ないこ

とが説明されている 。

　ここに当時の独占体の構造が述べられている 。各独占体はそれぞれの自国に

おいては少数の独占者としてふるまいながらも ，世界市場においては「対等」

の競争者としてふるまい得るような構造を持ったものであ った（とい っても ，

それは完全な「対等」ではなく ，力の強弱を含むものではある）。 また，各独占体の

基本的な活動拠点（製造業においては生産活動の拠点）はそれぞれの国内にあり ，

外国企業とはまさに国境をはさんで対時していたのである 。この点については ，

『帝国主義論』第五章の「資本家団体のあいだでの世界の分割」に詳しい。例
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示は省略するが，ここで取り上げられたいくつかの業種の独占体が，力関係に

応じて世界市場を分割し，そしてまた，力関係の変化に応じて再分割の闘争を

繰り広げる ，というのが当時の各国独占体の構造から生じる競争の形態であ っ

た。 それか故にその競争は戦争に結ぴつく可能性を秘めたものであ ったのであ

る。

　電機産業についてはやや趣が異なる 。レーニンの説明によると ，電機産業に

ついての二大強国，アメリカとドイツで集積が進み，Ｇ ．Ｅ ．ＣとＡ ．Ｅ ．Ｇとが

それぞれの国で支配的地位につくとともに，両者の間で世界市場の分割協定が

締結された。そして，この二大企業から完全に独立している電機王国は地球上

に存在しない。ところがさらに詳しくみると ，Ａ ．Ｅ ．Ｇは，Ｇ ．Ｅ ．Ｃの子会杜

ウニオン ・エレクトリツィテーツ ・ゲゼルシャフトと合併するとともに，やは

りＧ ．Ｅ ．Ｃの子会杜であるフランス ・エデ ィソン杜から特許権の譲渡を受けて

おり ，ドイツにおける集積はアメリカにおげる集積の一部にすぎない。レー二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
ノはこの電機産業における世界的な集積を「事実上単一の世界的なトラスト」

と呼び，他の企業がこの二大トラストと競争するのは困難であることを述べて

いる 。したか って ，ここでは二大トラストの支配のもとての「平和」的競争の

可能性が示唆されている 。もっとも ，レーニンはこの二大トラストのあいだで

の世界の分割も ，両者の力関係の変化があれば，再分割を妨げるものではない

という但し書きがつげられている 。

　レーニノの国家独占資本主義論は，このような当時の独占資本の構造をへ 一

スにした競争形態と ，その延長線上に発生する帝国主義戦争遂行のための戦時

国家独占資本主義として把握されていたのである 。しかし ，その後の国家独占

資本主義をめぐる論争の過程の中では，各国独占資本の構造や，それをべ 一ス

にした世界市場における競争形態についてはあまり注意が払われなか ったよう

に思える 。以下，このことか持つ問題性を考えてみよう 。

１）　
レーニン

著， 全集刊行会訳『さしせまる破局，それとどうたたかうか』１９１７年

　１０月 ，国民文庫

２）同書，ｐ．１０９～１３７参照
。
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　３）　 レーニソ
著， 副島種典訳『帝国主義論』１９１７年，国民文庫

　４）同書，ｐ．９１参照
。

第二章　「生産関係説」における独占資本の構造把握

　レー二：／ 以降，国家独占資本主義についての本格的な問題提起は，クルト ・

ツィーシャンクのいわゆる「生産関係説」によってなされたといってよいであ

ろう 。第二次世界大戦の敗戦国西トイソか，戦後の混乱期を乗り越えて ，冷戦

体制の幕開けとともに再度復活を遂げようとするその時期の国家独占資本主義

は， 従来の戦時統制経済的性格の国家独占資本主義論では説明しかたいものを

生み出していた。このような新しい状況に対して説明を試みようとしたのが

「生産関係説」としての国家独占資本主義論であ った。ここでは「生産関係説」

の概略を紹介して ，そのうえでそこに前提されている独占資本の構造を検討し

てみたい。ここで紹介する文献は，クルト ・ツィーシャノク「国家独占資本主

義の若干の理論間題」（井汲卓一編『国家独占資本主義』１９５８７［大月書店１に収

録）である 。

　「生産関係説」の特徴は，史的唯物論の命題である生産力と生産関係の照応

という考え方を資本主義の枠内で適用して，資本主義的生産力の発展にともな

って生産力と生産関係の矛盾か激化し，生産力の発展に照応した新しい生産関

係が資本主義の枠内で必要とされ，この新しい生産関係か国家独占資本主義で

ある ，というものである 。資本主義の枠内での生産関係の発展とは，１９世紀前

半の自由競争資本主義における資本の所有形態か個人所有を中心としたもので

あっ たのか，生産力の発展により１９世紀末に株式会杜を生み，そして今，国家

独占資本主義を生みだしたというように，個人所有→株式会杜→国家独占資本

主義という変化として把握される。したか って ，国家独占資本主義とは資本主

義の枠内での生産関係の杜会化の新しい発展段階であり ，新しい杜会的所有形

態ないし杜会的諸関係であるとともに，他方では，搾取のより高度な形態であ
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って ，それは新しい所有関係であるとされる 。

　ところで，このような国家独占資本主義を必然化する生産力と生産関係の矛

盾とは具体的にはとのようなものてあろうか。「生産関係説」においてはそれ

は２つの矛盾から説明される 。第一は，マルクスの「利潤率傾向的低下の法

則」てある 。生産力の発展にともな って必要資本量か増大し ，資本の有機的構

成が高度化する 。その過程の中で平均利潤率が低下するが，これは株式会杜と

独占，さらには国家独占資本主義を生み出す，とされる 。具体的には，機械化

やオートメーショノ，原子力の工業的利用，軍需生産等が必要資本量を増大さ

せていることが西ドイツにおげる統計を利用して説明されるのである 。第二に

あげられるのは，市場問題の激化である 。必要資本量増大は他方て生産規模の

巨大化と市場問題の激化をもたらすが，２～３の独占体の経済的破産 ・危機は

経済全体にとっ て危険であるとともに，帝国主義の存立にとっ ても危険であり ，

このことが国家独占資本主義を必然化するというのである 。ところで，この２

つの矛盾は説明の形式としては同列におかれるのであるが，前後の脈略からす

ると明らかに第一の矛盾，つまり「利潤率傾向的低下の法則」に重点がおかれ

ている 。つまり ，必要資本量の増大→株式会杜→国家独占資本主義，という説

明のパターンは上に述べた生産関係が生産力の発展に照応するという「生産関

係説」の核心と一致するのである 。さらに，この国家独占資本主義を必然化す

る矛盾の把握は，国家独占資本主義の内容の把握と密接に関連する 。次にその

点を検討しよう 。

　ツィーシャンクによると ，国家独占資本主義の特徴とされる「新しい所有関

係」の内容とは，独占体への国家の従属であるが，これは第一義的役割を演じ

る新しい経済関係を生む。すなわち，資本の動員と利用の新たな可能性，資本

主義的所有と生産の杜会的総括の新しい組織形態の発生，搾取の拡大と独占体

に有利な再生産過程調整の新しい可能性が「新しい所有関係」のもとで生まれ

るとされ，これを生み出す具体的 メカニズムとして以下のものがあげられる 。

　イ）立法による規制…… 税法，価格立法，カルテル法，各種経済分野の統制

　　　　　規定
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　口）国家的諸制度…… 官庁（統制 ・許可），中央銀行，国立 ・半官的各種銀行 ，

　　　　　 ヨーロツバ支払同盟，ＯＥＥＣ，世界銀行，ＩＭＦ

　ハ）国家予算…… 独占体の利益のための国民所得の再分配（租税，国家信用 ，

　　　　　補助金，経済発展計画，特定部門への助成，国際的援助［ガリオア ，ＭＳＡ

　　　　　等１

　さらに，これらの国家独占資本主義のメカニ ズムの内で，「これにつきるも

のではない」と断りなからも ，主要な問題としての貨幣 ・信用制度に焦点か当

てられるのが「生産関係説」のもう一つの特徴である 。そして ，モデルとして

第二次世界大戦後の西トイソ国家独占資本主義が取り上げられ，１９４８年の占領

政策の転換により西トイ川こ生まれた資本主義的発展の可能性を生かすものと

して ，投資資金に焦点が当てられるのである 。アメリカ帝国主義の主要同盟者

として海外市場および国内市場拡大の可能性を生かすために必要な措置として
，

独占体の権力再建と最大限利潤の実現をめざして ，重工業化のための大量の資

本動員がはかられる。そして ，この投資資金の源泉は１９５４年では，自己金融

４１％，信用２５％，国家資金３４％であるが，その具体策として，利潤に対する課

税の引き下げ（とりわけ減価償却制度を利用）や，信用利用による拡大策として

の低金利政策等の中央銀行政策，税収や国債に依拠した国家資金の供与等の政

策がとられることが詳しく説明されるのである。最後に，このような国家独占

資本主義の諸方策は，活況 ・好況をい っそう刺激し，矛盾をより高い平面での

尖鋭化させるものとされている 。

　以上が「生産関係説」の概略である 。「生産関係説」の目新しさは，国家の

独占資本への従属を「新しい生産関係」と呼んだことにある。その内容は上に

述べたようなもの，すなわち，立法による規制，国家的諸制度，国家予算であ

った。ところで，「生産関係」という言葉は本来的には生産手段の所有関係 ＝

階級関係を指しているか，上記のような国家の独占資本への従属が，階級関係

としての生産手段の所有関係に新たな段階と乎ぶような変化を生み出したので

あろうか 。

　このことか成り立つためには，国家独占資本主義成立の必然性としてあげら

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１３４）



　　　　　国家独占資本主義論における独占資本の構造把握について（田中）　　　２６３

れた「利潤率傾向的低下の法則」に対処するために，独占資本が全面的支配下

においた国家機構を搾取強化の手段としてどのように動員するのか，という点

を中心的内容とした説明が必要であ ったであろう 。ところが「生産関係説」に

おいて国家独占資本主義の主要な内容として取り上げられたのは，「これが全

てではない」と断りながらも ，資本動員の方法としての投資資金の国家による

保障の問題であ った。個人資本→株式会杜→国家独占資本主義という ，いわゆ

る「生産関係の杜会化」はまさに資本の動員方法の変遷として把握されている

といえよう 。ここては株式会杜か個人所有の資本に対して ，より「杜会化され

た生産関係」として把握されるか，株式会杜は生産関係つまり階級関係の変化

ではなく ，資本家階級内部での所有形態の変化であろう 。同様に，資本動員の

手段としての国家機構の利用は，生産関係：階級関係の変化と呼ぶのは無理で

あろう 。

　しかし ，この小論は「生産関係説」の当否を検討することが課題ではないの

で， 本来の課題である独占資本の構造がどのようなものとして把握されている

かという点に話を進めよう 。

　独占資本の構造を考える場合に，二つの側面から検討することが必要である 。

第一は，独占資本の資本蓄積の到達段階であり ，独占資本そのものの規模およ

び組織形態である 。第二は，独占資本相互の関係，とりわけ世界市場における

競争関係であるか，これは第一の問題に規定される 。ソィーノヤノクの「生産

関係説」において ，西ドイツ 独占資本の構造がどのようなものとして把握され

ているかを検討しよう 。

　ツィーシャソクの国家独占資本主義論は第二次世界大戦後の西ドイツ 独占資

本をモデルとして分析がなされており ，したが って ，当時の西ドイツ 独占資本

の特殊歴史的状況が色濃く反映されたものとな っている 。ところが，このよう

な特殊歴史的状況が，「特殊歴史的」なものとして位置づげがされないで，む

しろ，　般化されたところに問題かある 。個人所有→株式会杜→国家独占資本

主義という ，いわゆる「生産関係の発展」のパターンは資本動員の形態に焦点

を当てたものにな っているが，当時の西ドイツ 国家独占資本主義の分析におい

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１３５）
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て資本動員の形態に焦点を当てざるを得なか ったことについては一定の合理性

を持 っていたものと思われる。ところが，この合理性は当時の西ドイツ国家独

占資本主義については当てはまるものであ っても ，例えは，この時期のアメリ

カについては，それが国家独占資本主義の主要な側面としては浮かぴ上が って

こないであろう 。

　ソィー：■ヤンクの国家独占資本主義論で取り上げられている当時の西トイソ

の独占資本の構造はどのようたものであ ったであろうか。この点についてツ

ィー１ヤソク論文は明示的な説明を与えていない。　般的にいえは，それは ，

第二次世界大戦での敗戦と ，東西ドイツヘの分割によっ て領土的な縮小にとど

まらず，個別資本の規模においても弱体化し，さらに植民地を取り上げられて

世界市場から放逐された独占資本であり ，西トイソという狭い空間に押し込め

られ，戦勝国，とりわけアメリカの監視のもとにおかれた独占資本である 。ツ

ィーシャンク自身が西ドイツの独占資本をこのようなものとして認識していた

ことは，例えば，「１９４８年のアメリガの占領政策の変更により ，西ドイツ 独占

　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
資本に新たな発展の可能性が生まれた」という叙述などにもうかがえるのであ

るが，しかし ，西ドイツ 独占資本のこの特殊性を特殊性として取り扱わないで ，

独占資本主義 ・帝国主義　般の問題として扱ったところにいわゆる「生産関係

説」誕生のきっ かけがあ ったように思われるのである 。もし仮に，西ドイツ 独ヰ

占資本を，イギリス ・フランスという植民地帝国を解体して，世界市場制覇に

乗り出しつつあ った当時のアメリカ独占資本と比較した場合には，両者の構造

的差異は歴然としており ，両国独占資本が国家独占資本主義に要求する内容も

自ずから違ったものになるのは当然のことであろう 。それらは両者とも独占資

本であることについては同一性を持ちつつも ，逢着している矛盾の内容はまっ

たく別のものであり得るのである 。

　ソィー：■ヤ１■クの国家独占資本主義論か，生産力の発展という独占資本の構

造変化の把握につながる重要な視点を持っていたにもかかわらず，資本の量的

な大きさにだけ焦点が当てられたことが，分析対象の　般的性格と特殊性とい

う両側面からの把握を不可能にしたといえよう 。そして筆者には，このことの
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原因として ，資本主義の矛盾の把握における方法論的な弱さかあ ったように思

われる 。すなわち，ツィーシャソクの分析においてはいきなり平均利潤率の傾

向的低下の法則や市場問題の激化かあげられるか，そのことと国家独占資本主

義との関連性は必ずしも論証された訳ではない。むしろ，国家機構を動員して

対処せざるを得ないような諸矛盾か基本的矛盾の二つの発現形態に即して検討

されるべきであり ，この点の認識があれば，当然その具体的作業として西ドイ

ツ独占資本の構造の特殊性の考察に思考が及んだものと思われる 。

　ツィーシャノクの「生産関係説」は我剛こも大きな影響を与えたが，とりわ

け「構造改革論」はこの「生産関係説」に大きく依拠しながら展開された 。

「構造改革論」とは，杜会主義をめざす闘いにおいて ，今すぐ杜会主義的政権

の樹立をめさすのてはなく ，当面は独占資本の支配下において「構造改革」を

行い，それによっ て杜会主義への移行のより有利な条件を切り開こうという ，

一種の改良主義である 。「構造改革論」においては，生産関係の杜会化の内容

として管理通貨制度と国家財政を軸とした国家の経済的諸機能に焦点が当てら

れるが，その際に特徴的なことは，国家の機能を権力維持の機能と経済的機能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
とに分けて ，経済的機能のほうを「下部構造としての国家」（井汲卓一教授）と

して把握し ，この部分，つまり「下部構造」であるから「生産関係」が，生産

力の発展とともによりい っそう拡大，すなわち「杜会化」される ，と解釈され

ていることである 。ここでいわれる「生産関係」とは，国家が古来より行 って

きた，例えは，国家的な治水 ・灌激工事，貨幣の鋳造，交通網の整備等の経済

的諸機能を指しているが，史的唯物論で言われる「生産関係」すなわち階級関

係とは異質のものであることは疑いないであろう 。このように我国の「構造改

革論」は国家論に対して新たな問題提起をしたものの，生産力の発展（いわゆ

る杜会化），すなわち，独占資本の資本蓄積の到達段階そのものに対してはなん

ら具体的に検討されることなく終わってしまっ たといえよう 。そしてそのこと

が， 例えぱ，日本資本主義の分析に際して ，その独占資本の構造的特徴や世界

市場ての地位の把握を不可能にし，アメリカとの関係の把握を暖昧にすること

にな ったのではないであろうか 。
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　１）　 クルト ・ツィーシャ：／ク「国家独占資本主義の若干の理論問題」（井汲卓一編

　　隅家独占資本主義』１９５８．７ 、［大月書店１に収録）ｐ．５２参照
。

　２）井汲卓一『国家独占資本主義論』１９７１年，現代の理論杜，ｐ．３３参照
。

第三章　「宇野学派」 ・大内力教授の国家独占資本主義論

　　　における独占資本の構造把握

　我国のマルクス経済学界においては，宇野弘蔵教授の学説は依然として大き

な影響力を持っているので，次に「宇野学派」の国家独占資本主義論を検討し

よう 。「宇野学派」の代表的論者である大内力教授の国家独占資本主義論は
，

宇野弘蔵教授の恐慌理論を軸にして展開される。以下，このことが大内教授の

独占資本の構造把握にとのような影響をもたらしているかを検討するが，まず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）はじめに，１９７０年に出版された『国家独占資本主義』より ，その概略を紹介す

ると ，以下のとおりである 。

　帝国主義の時代には「広く ，深く ，長い恐慌」が必然化することによっ て階

級対立が激化するが，全般的危機という時代背景のもとではこの階級対立は危

機として内面化する。国家独占資本主義はこの危機の内面化の原因である「広

く， 深く ，長い恐慌」に対して ，国家権力をもっ て対応するものである 。「広

く， 深く ，長い恐慌」の原因には国際的要因（世界経済の編成の中軸の喪失，世

界経済の多極化）と国内的要因とがあるか，国内的要因の方がより重要である 。

　国内的要因についていえば，恐慌は，景気循環の繁栄局面で労賃の上昇が起

こり ，利潤率が低下することによっ て追加資本が利潤を生まなくなるという

「資本の絶対的過剰生産」によっ て発生するが，このメカニ ズムが独占成立の

影響を受けることによっ て， 「広く ，深く ，長い恐慌」が発生する 。その要因

には次のようなものがある 。

　０　利潤率が二重構造化し，低い利潤率の中小資本部門で賃金上昇の負担に
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　　耐えかねて，より早く破綻が起こるが，これは一方でパ ニック形態を回避

　　するものの，他方では過剰資本の破壊を弱め，不況を長期化する 。

　　　独占部門での資本破壊の回避，中小資本部門での製品安と資材高による

　　設備投資の困難化，により不況が長期化する 。

　　　独占部門の固定資本巨大化 ・株式会杜化によっ て， 固定資本の更新が景

　　気循環の各局面に平均化され，自由競争時代のような不況末期の更新投資

　　による景気回復が起こりにくくなり ，不況が長期化する 。

　＠　農業恐慌の深刻化

　国家独占資本主義は，金本位制の終局的放棄＝管理通貨制度の上にた って ，

通貨価値を一定の範囲内で国家権力が コントロールすることによっ て， 資本と

労働との基本的関係を調整する体制てあり ，恐慌の原因となる賃金上昇をマイ

ルド ・イノフレーショ 川こよっ て打ち消すことによっ て， 「広く ，深く ，長い

恐慌」に対処しようとするものである 。

　このような国家独占資本主義は「広く ，深く ，長い恐慌」に対して次のよう

に作用するが，とりわけ０，＠が重要な意味を持つ 。

　０　低金利政策と信用膨張により ，信用破綻とそれにまつわる倒産等の混乱

　　を回避するが，これは非独占 ・中小資本部門に対してより大きな金融緩和

　　効果をもたらし，恐慌からの回復を促進する 。

　　　スベ１／ティ■ク ・ポリノー は　般的に価格を回復させるか，独占部門て

　　は価格回復よりも稼働率上昇として作用するのに対し，非独占部門での価

　　格回復を早め，恐慌からの回復を促進する 。

　　　イ／フレーショノは他方で債務の負担を軽減し ，とりわけ非独占部門で

　　の設備更新を促進する 。

　＠　インフレーショソは実質賃金を低下させ，とりわけ非独占部門の利潤率

　　回復を促進する 。

　　　イソフレーショソは為替相場を実質的に切り下げ，輸出を促進するとと

　　もに，輸入制限効果をもち，農業恐慌を緩和させる 。

　第二次世界大戦後の国家独占資本主義では，国際収支の悪化や物価上昇等 ，
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景気が過熱状態にな った時にすばやく引き締め政策を採ることにより ，恐慌の

激発性回避に成功している 。国家独占資本主義のもとでの過剰資本の処理は浪

費（政府による軍需杜会保障公共事業投資とい った再生産外的消費の拡大，広告

宣伝等の不生産的投資と労働，産業における自己金融と銀行における公債引き受けや消

費者金融とい った金融の変化）のうえに立った生産によっ て行われるが，これは

現代の腐朽性を生み出している 。この腐朽性によっ て労働者階級の闘いは右傾

化し ，アベック闘争化するが，この相対的安定の将来の動向については今のと

ころ不明である 。

　大内教授の国家独占資本主義論の概略は以上のようなものである 。次に，こ

の小論の課題である「独占資本の構造把握」が，大内教授の国家独占資本主義

論のなかでどのように行われているか，という点の検討に移ろう 。

　第一に，大内教授は独占資本主義の構造を独占資本と中小資本（と農民）か

ら成り立っているものとして把握される 。そして，これをべ 一スにして利潤率

の独占資本と中小資本とへの二分化と ，賃金上昇圧力に対する中小資本の低抗

力の低下から，自由競争時代に比較した場合の破綻の早まり ，過剰資本の破壊

の不徹底と不況の長期化という結論を導き出される 。

　この論理展開は，繁栄期の賃金上昇によって追加投資が利潤をもたらさなく

なり ，資本の絶対的過剰生産が発生するという ，いわゆる「宇野」恐慌理論に

基づいたものであるが，この賃金上昇から恐慌発生を説明するという手法はか

ねてから批判の対象にな ってきたし，筆者も誤りであると考えている 。恐慌の

メカニスムは基本的には「実現問題」として取り扱われるへきであろう 。

　ところで，中小資本の低い利潤率によっ て景気上昇の上限が画されるという

のは事実であろうか。この場合，独占資本部門では自由競争時代に比へてより

高い利潤率を獲得している 。したが って ，中小資本部門が賃金上昇によってた

とえ頭打ち状況に陥 ったと仮定しても ，独占資本部門ではなおかつ高い利潤率

が獲得できており ，独占資本部門でも ，そして杜会全体としても ，引き続き景

気上昇が持続すると考えるのが妥当であろう 。独占資本主義におげる産業循環
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の規定要因は中小資本ではなく独占資本であると考えるのが正しいと思われる 。

　第二に，それでは独占資本そのものについてはどのように把握されているの

てあろうか。その答は独占資本　般，つまり ，きわめて抽象化され，モテル化

された独占資本である 。例えぼ，「恐慌時における独占資本部門での資本破壊

の回避が不況の長期化につなかる」という把握は，たしかに独占資本の　般的

な行動様式の説明としては正しい。しかし，このことから論証できるのは不況

からの回復の遅れ ・「長い恐慌」であ って ，「広く ，深く ，長い恐慌」 ・とり

わけ「深い恐慌」は説明できないであろう 。むしろ独占資本の「恐慌対策」に

よっ てパニック的形態が回避され，いわゆる「倒産の連鎖反応」がくい止めら

れることによっ て， 全体として被害が軽くなることも考えられる 。「深い恐慌」

の説明のためには独占資本をとりまく具体的な市場の条件と ，その条件に規定

されたその時の独占資本の具体的な行動様式の検討か必要と思われるか，この

ような発想は見あたらず，きわめて抽象化された独占資本　般として問題か処

理されるのである 。

　第二に，独占資本主義におけるｒ広く ，深く ，長い恐慌」を説明するに当た

って ，国内的要因と国際的要因とを比較して ，国内的要因を基本として ，実質

的には国際的要因を捨象して説明される点である 。もとより ，大内教授は国際

的要因の重要性を否定されるわけではない。独占資本主義において世界市場を

不安定にするものは世界経済の多極化であり ，１９２９年恐慌を深刻にしたのは ，

アメリカか工業製品の輸出国てあるはかりてなく ，農産物と資本の輸出国もて

あり ，なおかつトイソの賠償支払に依存した相対的安定という世界的な不安定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
要因か大きく影響したことを認めておられる 。しかし ，それにもかかわらず国

内的要因を重視されることの説明として ，「独占資本の形成 ・発展を必然化す

るのは，…… 生産力の上昇＝固定資本の巨大化：産業構造の変化であ って ，世

界経済の多極化という要因は，まさにこのような帝国主義諸国の資本蓄積の展
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
開の結果として説明されるべきもの…… 」とされている 。しかし，このことば

か意味しているのは，国内的要因としての各国の資本蓄積が，国際的要因とし

ての世界経済の構造を規定するというこ土であ って ，恐慌の形態変化が国内的

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１４１）
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要因だげで生じるということではないはずである 。むしろ，この引用の後半部

分で述へられているように，世界経済の多極化が帝国主義諸国の資本蓄積の結

果として説明され，その上に恐慌の形態変化が説明されるべきものであろう 。

原因としての各国の資本蓄積が国内 ・国外にとのような影響 ・変化をもたらし ，

その結果，恐慌がどのように形態変化をきたすのかが説明されなげればならな

いのである 。ところが，独占資本の資本蓄積とその結果としての世界市場の状

態か具体的に考察されるのではなく ，最初に述へたように，独占資本　般の抽

象的な問題（例えぱ，利潤率の二重構造等）に還元されて，整理されるところに

問題の根があるように思われる 。

　なぜこのような国際的要因の事実上の捨象が行われるのかは定かではないが
，

いわゆる「宇野」恐慌理論では国際的要因はたいへん扱いにくい領域の問題で

あることは考えられることである 。

　第四に，それでは国家独占資本主義が成立した時点での独占資本の構造はと

のようなものとして把握されているのであろうか。答は，「変化たし」であり
，

抽象的 ・　般的な「独占資本」である。大内教授の国家独占資本主義論は，管

理通貨制度をへ 一スにしたマイルト ・イソフレー！ヨ 刈こより実質賃金を国家

権力が コソトロールする ，という点にその本質が求められた。この場合，国家

独占資本主義の構造の中枢部分は，「独占資本十管理通貨制度」である 。筆者

は， 国家独占資本主義において，価値増殖の危機に対して独占資本が動員する

国家機構の中枢は，管理通貨制度とならんで ，大衆課税をへ一 刈こした財政制

度にあると考えている 。ところか，大内教授の国家独占資本主義論においては ，

財政制度とりわけ財政支出がはたす役割はあまり重要な検討の対象にはならな

い。 もちろん大内教授もスペン ディング ・ポリシー について，例えば，「それ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
が価格と利潤率の回復をもたらし，恐慌からの回復を促進する」という説明に

みられるように，まっ たく無視されているのではない。問題は財政支出がはた

すその「使用価値」的側面についてである。大内教授の国家独占資本主義論は

「マイルド ・インフレーシゴ／による実質賃金の切り下げ＝労働力商品の国家

管理」が主要な内容であるから ，財政支出の「使用価値」的側面があまり問題

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１４２）
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にならないのは不思議ではないが，しかし ，この点を捨象したのではきわめて

一面化された国家独占資本主義論にならざるを得ないであろう 。国家独占資本

主義におげる財政支出の主要な分野を，さしあたりは　般にいわれているよう

に， 軍事支出，杜会保障関係，公共投資の３つに分けるとして ，どの分野にど

のように予算を配分するかということは，独占資本にとっ ては「どうでもい

い」ことではない。その理由は，自分が直接的に受注者になれるか否かという

ことよりも ，むしろ独占資本があえて国家機構に頼らざるを得ないその矛盾の

深刻さにある 。各国の国家独占資本主義の具体的内容は，時間的にも ，副こよ

ってもかなり異な っているが，この違いは各国の独占資本が直面している矛盾

の内容によっ て異なる 。　般的にいえは，その内容は各国の独占資本をとりま

く階級関係と ，世界市場における各国独占資本の地位によっ て規定されている 。

例えは，戦後のアメリカの国家独占資本主義は膨大な軍事支出を特徴としてい

るが，このことはアメリカ独占資本の世界の軍事的 ・政治的 ・経済的支配と無

関係てはありえない。そしてこの点を解明するためには，独占資本　般ではな

く， 各国独占資本の具体的な構造の分析が必要とされているのではないであろ

うか。大内教授の国家独占資本主義論においては，いわゆる「宇野」恐慌理論

に依拠したがために，独占資本をこのような具体的現実として把握することを

困難にしているといえよう 。

　第五に，それでは，国家独占資本主義のもとでの独占資本の構造変化（＝発

展形態）はどのように把握されているのであろうか。答は「把握されていな

い」てある 。より正確にいえは，独占資本の資本蓄積が量的な変化としては把

握されているけれども ，その結果生じる独占資本そのものの構造変化にまでは

言及されていないのてある 。むしろ，国家独占資本主義の運命というかたちで

問題が設定され，大内教授の場合には，「浪費の上に立 った生産＝現代の腐朽

性」として把握される 。大内教授によると ，この腐朽性は労働者階級の右傾化

をもたらし ，この相対的安定がいつまで続くか，どのようなかたちで崩れるか

は今の時点では明言できない，とされていたのである 。その後，１９７０年代半ば

よりスタグフレーショソが激化するが，その時点において大内教授は，国家独

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１４３）
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占資本主義かもたらしたものとしてスタクフレー！ヨ：／ を検討されることにな
５）

る。 そのスタグフレーショソ論の核心は，国家独占資本主義においてインフ

レーショ 川こよって実質賃金を切り下げることにより ，資本の絶対的過剰生産

を回避してきたそのメカニズムの破綻，つまり ，賃金上昇とイソフレーショソ

の悪循環である 。

　大内教授はスタクフレーノヨノにおける物価上昇の一つの原因として，独占
　　　　　　　　　　　　　　　　６）
の市場支配力の高まりをあげられる 。これは国家独占資本主義のもとでの独占

資本の構造変化の一つの側面をとらえたものであることは疑いない。しかし ，

独占資本の構造変化は産業組織論的にとらえた市場支配力の問題につきるもの

ではない。むしろ，独占資本の構造変化は，それが多事業部門化し ，多国籍企

業的発展を遂げ，世界的規模で杜会的分業 ！ステム を再編成し，それによっ て

矛盾の解決をはかりつつある点が着目されるべき点であろう 。残念ながら ，労

働力商品化に資本主義の基本的矛盾を求め，再生産論的視点を欠いた大内教授

の国家独占資本主義論では，このような資本主義の構造変化をとらえきれない

ものと思われる 。

　　１）大内力［国家独占資本主義』１９７０年，東大出版会

　　２）同書，ｐ．１３７～１３８参照
。

　　３）同書，ｐ．１４４参照
。

　　４）同書，ｐ．１７４～１７５参照
。

　　５）大内力［国家独占資本主義 ・破綻の構造』１９８３年，御茶の水書房，第二部「ス

　　　タグフレーションの本質」参照 。

　　６）同書，ｐ．２５８～２６０参照
。

第四章　危機説としての国家独占資本主義論

　　　における独占資本の構造把握

　ここては，危機説といわれる国家独占資本主義論の代表的論者である池上惇

教授と南克巳教授の所説を取り上げて，それぞれどのように独占資本の構造把

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１４４）
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握がなされているかを検討する 。

第一節　池上惇教授の国家独占資本主義論における独占資本の構造把握

　国家独占資本主義論において国家の性格をどのようなものとして把握するか

ということは，「構造改革論」が「国家の独占資本への従属説」批判として展

開されてから ，国家独占資本主義論の重要な論争点とな ってきた。池上教授は ，

「構造改革論」が提起したこの論点について ，危機論をべ 一スにして批判しな

がら ，「危機対応説」としての国家独占資本主義論を展開される 。この節では ，

池上教授の国家独占資本主義論における独占資本の構造把握の方法を検討する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
が， まずはじめに，１９６５年に出版された『国家独占資本主義論』をもとに，そ

の国家独占資本主義論の概略を要約して紹介しよう 。

　史的唯物論でいわれる土台と上部構造の関係のなかで，上部構造は二つの方

向に作用する 。第一は，ある杜会構成体の発展の初期において ，上部構造は土

台の発展 ・成長を促進する方向で作用する 。ところが第二の場合，つまり生産

関係が生産力発展の桂桔とな った時には，上部構造は古い生産関係を暴力的に

維持するようた方向に作用する 。国家独占資本主義は帝国主義的諸矛盾に対し

て， 国家機構を動員することによっ て， 生産力の発展に対して古くさくな った

生産関係を暴力的に維持しようとするものてある 。

　　般的にい って ，資本主義的諸矛盾に対処する国家権力の経済的力能は，０

階級対立に基因する権力機関そのものの維持のための経済的干渉，　諸矛盾

を一時的に緩和し，資本主義的生産方法を改良するための経済的干渉，　本

源的蓄積的な国家の経済的力能，の３点に要約てきる 。国家か階級独裁のため

の暴力装置てあることからすれは，これらの国家の経済的諸機能は資本主義的

諸矛盾を フルソヨ アソーの階級利益に沿 って解決するために動員されるのはあ

きらかであるが，それゆえに，園家の経済的機能を研究するためには，資本家

階級と労働者階級との対立や，資本家階級相互の矛盾，資本主義的生産関係と

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１４５）
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それ以前の生産関係との矛盾，国家間の矛盾等の全矛盾の総体との関係で，国

家の経済過程への干渉の性格を明らかにする必要がある 。

　帝国主義段階では，（Ｄ独占と金融寡頭制に対するすへての競争的要素の対

立（独占ブルジ ョアジーとプ ロレタリアート ，非独占 ・小ブルジ ョアジーとの対立）
，

　植民地併合と民族的抑圧の矛盾，　国際的独占体による世界の分割，列強

による植民地再分割闘争の矛盾，が生まれるが，これらの矛盾は帝国主義戦争

を生み出し，全般的危機の段階を迎える 。

　国家と金融資本との癒着 ・人的結合，金融資本と財政の癒着，改良主義の育

成と改良政策，独占的競争の手段としての国家の利用，金融資本の救済，帝国

主義的対外政策等は金融寡頭制の支配とともに，国家独占資本主義成立以前に

も見られる現象である 。したが って ，国家独占資本主義における「国家の経済

への介入」の特徴は，上のような金融資本と国家との　般的な癒着現象にある

のではなく ，三大矛盾と対杜会主義との矛盾，つまり全般的危機に対処するた

めの，対杜会主義干渉戦争の体制であ って ，これによっ て他の三つの矛盾も併

せて解決しようとするものである。第二次世界大戦後の世界においては，これ

はアメリカを中心とした帝国主義同盟，国家独占資本主義の国際的な体制とし

て存在し，国際的抑圧と国際的金融資本集団の独占利潤確保を追求しているが
，

この内的矛盾が弱い環での資本主義体制からの脱落を生み出す。この国家独占

資本主義体制の二大特徴は，国防支出の増大と民主主義的権利への系統的な攻

撃である 。

　したが って ，アメリカについて国家独占資本主義の内容を見ると ，０国防

支出の増大，　労働基本権の制限，　０ ・　を前提とした合理化体制，＠租

税， 公債，イノフレ，管理通貨制度等の追加的収奪の一次的体制，　国家市

場， 　改良政策，の成長政策等の第二次的追加的収奪機構の彩成，である 。

　そして ，このような国家独占資本主義は次のような新たな矛盾を生み出す 。

０軍需生産の肥大化と生産諸部門間の不均等発展，それに基づく不生産的雇

用の増大，杜会的問接資本の立ち遅れ等，　貨幣資本の過剰とイソフレーシ

ョソ（国債への依存の増大，いわゆる「標準費用」の増大が独占価格上昇圧力に），　

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１４６）
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政府部門の肥大化により独占価格維持かはかられる反面，政府部門をめくる独

占資本間の競争か激化する 。また，所得税（法人　個人）は価格押し上げ圧力

として作用する 。＠ マイルド ・インフレーションに対して ，不況対策とイン

フレ対策の両面作戦か必要となり ，また，民間資金の増大により金融引き締め

効果が減退する 。　国際的均衡と国内的均衡との矛盾（国際収支対策と不況対策

との矛盾）により ，トルを基軸とした国際的な国家独占資本主義体制の危機を

生み出す 。

　以上が池上教授の国家独占資本主義論の概要である 。その特徴を一言でいえ

ば， 全般的危機の四大矛盾，とりわげその中の資本主義と杜会主義との矛盾を

主要な矛盾とみなした，危機対応説としての国家独占資本主義論であるか，池

上教授がそのなかで独占資本の構造をどのようなものとして把握しておられる

か， そしてその中にとのような問題か残されているかを検討しよう 。

　第一に，国家独占資本主義誕生の経緯については，池上教授はレーニンの戦

時国家独占資本主義の叙述を引用するかたちで説明されている 。したが ってそ

こで想定されている独占資本の構造は，レーニンの『帝国主義論』のなかで説

明されたようなものと考えて良い。その詳細は第一章で述べたので，ここでは

簡単にふれるにととめるか，各独占資本はそれぞれの自国においては少数の独

占者として君臨しからも ，世界市場においては「対等」の競争者としてふるま

い得るような構造を持ったものであ った。第一次世界大戦から第二次世界大戦

までの時期の独占資本の構造としては，池上教授もこのようなものとして理解

されておられるものと思われる 。

　問題は第二次世界大戦以後の独占資本の構造をとのようなものとして把握す

るかである 。池上教授はその分析対象をアメリカにとっ ておられるので，その

アメリカ独占資本がどのようなものとして把握されているか，が問題となる 。

　池上教授はアメリカの国家独占資本主義を「対杜会主義干渉戦争の体制」と

規定されるが，その巨大な軍事支出の説明に際して，「第二次世界大戦後のア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
メリカの国際的地位は，その軍事支出の水準に決定的に影響した。」という叙

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１４７）
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述や，「戦後世界の主要矛盾によっ て規定された戦略的側面と ，アメリカが持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
つ工業能力の側面との統一物として軍需支出を考察　　」という叙述にうかか

えるように，アメリカ独占資本の世界市場における地位を他の国の独占資本と

比へて特別のものとして把握されている 。そしてその巨大な軍事支出かアメリ

カ独占資本の世界市場における「特別の地位」と結び付けて理解されているの

も事実である 。しかしこのことを裏からみれは，西欧諸国や日本の独占資本の

場合には巨大な軍事支出に結ぴつかないことになり ，各国に共通する国家独占

資本主義の第一位を占める　般的特徴としての「巨大な軍事支出」という規定

は再考を要求されるであろう 。例えは，目本の場合には，軍事支出を相対的に

低く押さえ，独占資本の国際競争力強化に最大限の力をそそぎ込んだというの

がその特徴であろう 。

　このことを逆に考えれは，池上教授の国家独占資本主義論において，アメリ

カ独占資本の世界市場での特別の地位か，他の国の独占資本との競争関係とい

う視点から本当に考察されたのであろうか，という疑問に逢着する 。各国独占

資本の世界市場での地位の違いが，各国独占資本の国家に要求する政策体系の

違いとな って現れる ，という認識よりも ，全般的危機説の四大矛盾論から「巨

大な軍事支出」という国家独占資本主義の　般的特徴を導き出されたというの

が実態であろうと考えられるのである 。したがって ，池上教授の場合において

も独占資本の構造（アメリカ独占資本の構造）については特別の考慮が払われた

わけではなく ，むしろ「独占資本　般」として取り扱われていると考えられよ

う。

　この小論でテーマとした「独占資本の構造把握」についていえは以上のよう

なことであるが，それではなぜこのような把握がなされ，そしてそのことがど

のような問題を持っているのかについての検討に移ろう 。

　この点にかかわって ，まず第一に問題となるのは，国家独占資本主義が政治

的抑圧機構を中心として把握されたことてある。その結果は，反面において独

占資本の独占利潤獲得と資本蓄積の側面の分析を第二次的なものとみなす傾向

を含んでいるように思われる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１４８）
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　池上教授は国家独占資本主義の基本的性格を「生産力の発展にとっ て桂桔と

なっ た生産関係を暴力的に維持するための反動的支配体制」として把握される

が， その場合，「生産関係が生産力発展の桂楮とな っている」ことの根拠とし

て， 全般的危機があげられ，それに対応するものとして「対杜会主義干渉戦争

の体制」という国家独占資本主義の　般的内容規定が与えられる 。そしてこの

　般的規定はアメリカ国家独占資本主義の分析に適用され，国家独占資本主義

の二大特徴として国防支出の増大と民主主義的権利への攻撃があげられた。こ

のアメリカ国家独占資本主義の分析は，軍需産業を中心とした奇形的な産業構

造の析出や，財政危機とスタグフレーション ，ドル危機の激化とい った７０年代

以降のアメリカの状況を説明するのに一定の有効性を発揮したといえよう 。

　しかしながら，筆者には次の二点において池上教授の国家独占資本主義に対

する　般的内容規定の再検討か必要と思われる 。その一つは，西 ヨーロヅバ諸

国や日本の国家独占資本主義について「対杜会主義干渉戦争の体制」という説

明はもう一つなじまないものが感じられる点である 。もう一つは，８０年代後半

の世界的な好況局面のなかで現れた独占資本主義の様変わり＝構造変化を説明

するのに，この規定では不適切と思える点である 。７０年代後半から８０年代前半

にかけてのスタクフレー！ヨ■ を中心とした資本主義の動揺は，８０年代後半の

世界的な好況局面のなかでとりあえず落ちつきを取り戻した感があるが，筆者

はその主要な原因を，０先進国てのハイテク化を軸とした産業再編成，　多

国籍企業の力に大きく依存しながらも ，発展途上国での工業化の進展，という

二つの要因に支えられた世界的な規模での分業体制の再編成にあると考えてい

おり ，このことを説明するためには「体制維持」という側面よりも ，「資本蓄

積」の側面からの国家独占資本主義の検討か必要なのではないだろうか 。

　第二に，国家独占資本主義を生み出す矛盾を，全般的危機の四大矛盾に求め

たことの問題てある 。

　池上教授の国家独占資本主義論は，構造改革論の国家論批判という性格を色

濃く持っており ，その場合，「階級支配の道具としての国家」を説明するのに ，

全般的危機説の四大矛盾論は一種の説明のしやすさを持っていた。しかし筆者
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は， 危機の内容 ・矛盾の内容を理解するためには，四大矛盾論はやはり不十分

さを持っていると考えている 。周知のことく工：／ゲルスは資本主義の基本的矛

盾を「生産の杜会的性格と取得の私的資本制的性格との矛盾」として定式化す

るとともに，その発現形態を「階級対立」と「生産の無政府性」の二つに整理

して説明した。全般的危機説の四大矛盾論は，工：／ゲルスのこの二つの発現形

態との関係でいえば未整理なところがあるし，それでは「二つの発現形態」説

よりも「四大矛盾」論の方が勝っているかというと ，そうではなくてむしろ逆

であり ，資本主義の危機 ・矛盾を説明する際には四大矛盾論は「二つの発現形

態」に沿って再整理されるへきものと考えられるのである 。むしろ，四大矛盾

論を弁護するとすれば，世界的な政治情勢を集約 ・整理する易合には依然とし

て便利な整理の方法であろう 。

　それはともかくとして，国家独占資本主義を生み出した資本主義の矛盾を解

明するためには，四大矛盾ではなく ，資本主義の基本的矛盾の二つの発現形態

に沿 って ，階級間矛盾と ，諸資本間とりわけ独占資本間の矛盾の具体的な分析

が必要であろう 。池上教授が国家独占資本主義を「対杜会主義干渉戦争の体

制」といわれるとき，それは階級間矛盾の発展形態としての「資本主義と杜会

主義との矛盾」を軸にして矛盾の総体とその相互関係を整理しておられるもの

と思われる。しかし筆者には，国家独占資本主義はこうした世界的な階級対立

の構図に規定されつつも ，独占資本の世界市場をめくる競争とそれに起因する

矛盾を主要な動因として誕生し，かつ動いてきたように思われるのである 。国

家独占資本主義における資本主義体制の危機への対応策は，政治的弾圧政策の

ところにその本質的部分があるのではなく ，むしろ独占利潤の保障を通じて ，

資本の階級支配能力を回復させるところにその本質的部分があるのではないだ

ろうか。この主張は，国家独占資本主義における政治的弾圧政策を無視するこ

とにはつながらない。むしろそれは独占利潤保障の一手段として位置づけられ
，

必要な場合には遠慮会釈なく遂行される。第二次世界大戦後のアメリカの国家

独占資本主義は「冷戦帝国主義」といわれるように，世界的規模での軍事支配

網の整備を進めてきたが，これが世界的な階級配置への対応策であるのは当然
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であるとしても ，もう一方ではアメリカ独占資本の最大の利潤獲得源とな って

きたのも事実である 。戦後のアメリカ独占資本かなぜ民需中心に発展しないで ，

軍需に最大の魅力を感じたかということかアメリカ国家独占資本主義の理解の

上で不可欠のことと考えられるか，それは単に政治的情勢だげでなく ，アメリ

カ独占資本の世界市場での地位の分析を通じてはじめて可能となるように思わ

れる 。

　各国の国家独占資本主義の具体的内容は，各国それそれの階級間の力関係と ，

各国独占資本の世界市場での地位によっ て大きく影響されるが，このことは資

本主義の基本的矛盾の二つの発現形態の分析を通じて把握されることであろう 。

そしてこのような視点こそが，さきに述べた現在進行中の世界的規模での分業

体制の再編成の分析に展望を与えるのではないだろうか 。

　　１）池上惇『国家独占資本主義論』１９６５年，有斐閣

　　２）同書，ｐ．９２参照
。

　　３）同書，ｐ．９３参照
。

第二節　南克巳教授の国家独占資本主義論における独占資本の構造把握

　南克巳教授は，１９６４年に「『帝国主義論』と国家独占資本主義　　国家独占

資本主義論への序説　　」（『土地制度史学』第３３号，１９６４４）と題する言蕎支にお

いて ，国家独占資本主義論のアウトライン を示すとともに，１９７０年にはアメリ

カ国家独占資本主義について，再生産表式論的アプ ローチによっ てその特徴づ

けをされている（「アメリカ資本主義の歴史的段階　　戦後 ＝『冷戦』体制の性格規

定」 ，ｒ土地制度史学』第４７号，１９７０．４参照）。 この小論のテーマには，後の論文の

方か検討の対象としてよりふさわしいのてあるか，南教授の国家独占資本主義

論の特徴をよく表している前の論文も含めて検討することにする。まず，その

概略を紹介しよう 。

０　「『帝国主義論』と国家独占資本主義
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　　　　　　　国家独占資本主義論への序説　　」の要旨

　国家独占資本主義を理解するためには，危機の現象把握ではなく ，その内面

的把握が必要であり ，そのためには独占資本主義の矛盾の論理から出発しなけ

れぱならない。国家独占資本主義は「独占」支配が生み出す経済内部的には解

決不可能な矛盾＝体制そのものの「解体」の危機を究極の基礎として発生する

のである 。

　資本主義の基本的矛盾は独占資本主義においては「競争と独占との矛盾」と

して現れるが，さらに具体的に見れば，それは，０独占と非独占との対立

（中小企業問題，農業問題等，それは生産の集積 ・集中の方向では解決不能であり ，生

活体的経営であることからストレートに政治的危機へ転化する），　独占体相互間の

対立 ・矛盾（飛躍的な拡張と停滞腐朽の交代と ，そのもとでの恐慌の「調整者」と

しての機能喪失），（３）帝国主義と植民地との対立（帝国主義の側での寄生性 ・腐朽

性と ，植民地側での資本主義的分解と経済破綻　窮乏化，その結果としての世界経済の

均衝破壊と植民地解放運動），＠帝国主義相互の対立（世界市場での自由競争による

調整機能の麻痒と世界市場の分断化，経済的政治的発展の不均等と再分割），の諸形

態をとって現れる 。

　これらの矛盾の解決形態は，一つには，世界市場恐慌が矛盾の解決能力を失

ったことから ，帝国主義戦争（「世界戦争［危機１循環」）であり ，これは戦時国

家独占資本主義を生む。また，もう一つの解決形態は杜会主義革命と植民地体

制の崩壊であり ，これに対する反動的体制として国家独占資本主義が必要とな

る。 国家独占資本主義の内容的特質は，０同じ経済主体（金融寡頭制）による

国家機構の包摂 ・一体化であり ，（２）体制解体の危機を究極の基礎とし，　杜

会主義体制，植民地独立に大きく制約されている 。また，その形態的特質は金

融寡頭制のもとへの国家機構の包摂 ・一体化であり ，これ以上の説明は不毛か

つ有害な「理論化」てあろう 。国家独占資本主義は内部矛盾（「競争と国家独占

との矛盾」）により ，帝国主義世界体制そのものの解体 ・革命を必然化する 。

　　「アメリカ資本主義の歴史的段階
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　　　　　　　戦後＝『冷戦』体制の性格規定」の要旨

　１９世紀末のアメリカ資本主義の自己形成は，過剰商品 ・資本 ・労働力の捌け

口としての新大陸の終焉となり ，ヨーロヅパ「旧世界」の安全弁を破壊し，第

一次世界大戦後の「ヴ ェルサイユ」体制による ヨーロッパ型帝国主義の世界編

成をアナクロニズムに陥れ，第二次世界大戦による再編を促進する一要素とな

る。 また，アメリカは大陸内＝自足的な帝国主義として現れ，二度の世界大戦

において「局外」に位置して漁夫の利を得て ，戦後，後進国「援助」に名を借

りて「新」植民地主義的支配にいたる 。

　第二次世界大戦は杜会主義の強大化，植民地諸国の独立，帝国主義諸国の労

働者 ・「民主主義勢力」の強大化のもとて ，クローハルな階級闘争の体系か生

まれ，米ソを軸とした「矛盾の全世界的総括」が冷戦体制を生みだし ，「冷戦」

帝国主義アメリヵが登場する 。そのｒ冷戦」体制は，０ＩＭＦ：ＩＢＲＤ，　国

家資本輸出を先頭にして，民間資本がそれに続くという資本輸出機構，　軍

事的統括，から成り立つが，このアメリカの世界統括は在来の生産力を越えた

生産力基盤を要求する 。

　かくして ，第二次世界大戦後開花する科学技術革命は，「冷戦」体制のもと

で本質的に軍事主導的な産業体系を生み出す。国防省（ＤＯＤ）一原子力委員会

（ＡＥＣ）一航空宇宙局（ＮＡＳＡ）を中心とした研究開発支出は，第ｕ部門や在来

型生産手段生産部門（ＩＡ）に比べて軍需との関連の強い新鋭重化学工業（ＩＢ：

兵器，航空機，電機，精密機械）につぎ込まれ，これらの産業の肥大化をもたら

した。その結果，これらの部門が急成長を遂げるとともに，生産的労働者に比

へて職員（技術要員）の比重か非常に高いという特徴か観察される 。この方式

は端緒的には「マノハヅタ：／」計画に始まるか，朝鮮戦争，「スフートニク」

ノヨヅ クを契機にして ，本質的に軍事主導的に（しかも世界反革命のそれとして）

遂行されるところにその特徴がある 。

　以上が南教授の国家独占資本主義論の概略であるが，その特徴はアメリカ独

占資本の独特の構造がかなり鮮明に浮き彫りにされたことであろう 。とりわけ
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後の論文において新鋭重化学工業（ＩＢ）を，他の国の産業や自国の他産業と異

質のものとして把握されたことはたいへん輿味深いものである
。

　ところで，南教授の場合，この小論のテーマである「独占資本の構造把握」

はどのようになされているのであろうか。この点については，上の論旨の紹介

によっ てほぽ明瞭におわかりいただけたと思う 。しかしその外見上の分かりや

すさには若干の コメントが必要であろう 。アメリ’カの軍需関連産業が「新鋭重

化学工業（ＩＢ）」として特別の分析対象にされたのであるが，まず第一にその

分析の手法が問われなげればならない。南教授の分析 ツールは再生産表式論で

あっ た。 これによっ て解明できるのは，まず第一に産業構成である 。そして実

際に「新鋭重化学工業（ＩＢ）」の肥大化というアメリカ特有の産業構成が解明

されたのである 。ところで，「独占資本の構造」というとき問題になるのは
，

このような産業構成の側面もさることながら，むしろ独占資本の資本蓄積の到

達レヘル（規模およぴ組織形態）と ，もう一つは世界市場での競争相手との相対

的な力関係の問題であろう 。南教授はいま述へたこの二つの側面についてはま

ったく言及がないわげではないが，少なくともこの論文では解明すへき問題と

いうようには位置づけされていないのである 。

　再生産表式分析はもう一つの側面として労働力構成の解明に利用される 。南

教授はこれを使 って「新鋭重化学工業（ＩＢ）」部門（軍需関連部門）に技術要員

が大量に集められていることを説明された 。

　第二に，アメリカのこのような「新鋭重化学工業（ＩＢ）」の成因はどのよう

なものとして考えられているのであろうか。一言でいえば，それは全般的危機

第二段階への対応であり ，政治的 ・軍事的必要性からでてくるものなのである
。

南教授は最初，国家独占資本主義を資本主義の基本的矛盾の独占段階における

発現形態との関係で考えるべきであるという正しい観点から出発された。とこ

ろがその発現形態を「競争と独占との矛盾」と規定し，さらにその具体的形態

を先述の四つの形態（０独占と非独占との対立，　独占体相互間の対立 ・矛盾，　

帝国主義と植民地との対立，＠帝国主義相互の対立）としたところから問題が始ま

る。 この四つの形態は全般的危機説の四大矛盾論と似ているようで，しかしそ
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の性格は異な っている 。四大矛盾論は世界の政治諸勢力の対抗関係を図式化し

たものと思われるが，南教授の矛盾の四つの形態はむしろ商品生産者間の対抗

関係を図式化したものてあろう 。ただし，第二番目のｒ帝国主義と植民地との

対立」は，植民地の民族解放勢力が統一戦線としてブルジ ョアジー をもプ ロレ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
タリァートをも含んでいることからやや複雑な性格を持っている 。南教授の矛

盾の四つの形態をこのように考えると ，エノゲルスが定式化した資本主義の基

本的矛盾の発現形態の重要な一方の柱てある「資本家と労働者の階級対立」は

少なくともこの四形態の中には含まれておらず，したが って ，この矛盾の四形

態と全般的危機説の四大矛盾論との間には厳密にいえぱ越え難い溝がある 。そ

れにもかかわらず，戦後のアメリカ国家独占資本主義と ，そのもとでの「新鋭

重化学工業（ＩＢ）」の形成を全般的危機第二段階説で説明するとなると ，「資本

主義の基本的矛盾の独占段階における発現形態の解明」という南教授の当初の

問題設定との間でスレ を生むことになる 。より具体的にいえは，「新鋭重化学

工業（ＩＢ）」の国家的育成は，戦後強力にな った三大革命勢カヘの対応として

把握されるが，その中にはアメリカ独占資本と西欧 ・日本独占資本との世界市

場での対抗関係という視点は入 ってこないのである 。

　南教授は後年，アメリカのＩＢ部門を中心とした西 ヨーロッパヘの資本輸出

と， それをてことしたアメリカ独占資本の世界支配体制を分析した論文を発表

される（南克巳「戦後資本主義世界再編の基本的性格（１）（２）」『経済志林［法政大学１』

４２巻３号，４３巻２号，１９７４年１１月 ，１９７５年７月）。 この論文は戦後の独占資本の世

界市場分割の一形態を扱った優れた文献であり ，アメリカ多国籍企業による世

界の再編という点については鋭い問題提起をなしている 。しかしその分析手法

は， 世界市場をめぐっ てあい闘う各国独占資本の勢力図の分析というものでは

なく ，冷戦体制から生まれたアメリカ独占資本が経済的にもヨーロッパを支配

下に組み込むという ，いわぱ「一方通行的」視点からの分析である 。その意味

で各国独占資本の世界市場をめくる競争関係という視点が欠げているというの

である 。

　第二に，アメリヵ国家独占資本主義におけるｒ新鋭重化学工業（ＩＢ）」の形
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成を把握することにどのような目的，意義があ ったのであろうか。その一つは ，

アメリカの世界支配体制の支柱としての位置づけである 。しかし，この点につ

いては，この論文ではあまり詳しく分析されないで，ＩＢ部門がアメリヵ世界
　　　　　　　　　　　　　２）
企業の中枢をなしていること ，世界最大１００杜のなかでこの部門のアメリカ企

　　　　　　　　　　　　３）
業が大きな比重を占めること ，がふれられているくらいで，むしろこの部門の

役割は軍事的支配の支柱として注目されている色彩が強いといえよう 。筆者に

はむしろ，アメリカ独占資本がなぜ戦後この分野に特化してい ったのかが，西

欧・ 日本独占資本との世界市場での競争の観点から分析されるへき事柄であり
，

ＩＢ部門がそのような観点から分析されていたならば，８０年代の世界径済の動

向の分析にもよりいっ そうリアルな分析が可能であ ったように思われる 。

　ＩＢ析出のもう一つの目的は，危機の激化を説明するための役割であり ，む

しろこの側面が分析の中心的な目的であ ったであろう 。南教授はＩＢ部門の肥

大化を，「『冷戦』帝国主義的戯画」であるとか，「植民地抑圧と金融的絞殺

（をめざす）アナクロニ ズム」 ，ｒ政治的には反革命的で，経済的には浪費的な

　　国家独占的：軍事的統体」 ，ｒＩＭＦ体制下の軍事イ：／フレ的蓄積過程」と
　　　　　　　　４）
いっ た諸矛盾の激化に結び付げられる 。そして ，この「軍事イソフレ的蓄積過

程」のなかで ，基軸通貨の減価，世界的規模での過剰生産，農工格差や南北格

差， 米・ 欧・ 日の不均等発展，階級対立とコスト ・イ：■フレ等の諸矛盾の激化

が説明されるのである 。その手法は全般的危機第二段階説の手法といってよい

であろう 。しかし，これらの現象がただちに資本主義の崩壊につながらなか っ

たのは８０年代の経験が示すところである 。

　南教授のｒＩＢ部門の肥大化」というアメリヵ独占資本の構造把握は，ごく

大ざ っぱにいえば，全般的危機の激化によってその成立が説明され，逆にその

成立が全般的危機の激化を促進するという ，大きな論理の環の中に位置づけら

れているといえよう 。「アメリカ独占資本の世界市場支配」といっ た観点から

のＩＢ部門の位置づげはさきに述べた文献でなされるのであるが，しかしその

視点はさきに述べたような問題を抱えていた。総じていえぱ，全般的危機への

対応として把握された「冷戦」帝国主義の分析は，世界市場をめくる各国独占
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資本の運動かもたらす諸問題や，力に応じた再分割　再編成の問題を捕らえに

くくするのではないだろうか。こういっ た弱点を解決するためには，資本主義

の基本的矛盾の二つの発現形態に沿 った矛盾の整理と ，その中てのアメリカ独

占資本の位置づげが必要であ ったように思われるのである 。

　　１）帝国主義と植民地ブルジ ョアジーとの対立については商晶生産者問の矛盾とい

　　　えるが，帝国主義と植民地プ ロレタリアートとの対立は商品生産者間の矛盾では

　　　なく ，国際的な広がりを持 った資本家と労働老との階級対立として考えるべきも

　　　のである 。

　　２）南克巳ｒアメリカ資本主義の歴史的段階　　戦後＝『冷戦』体制の性格規定」 ，

　　　『土地制度史学』第４７号，１９７０年４月 ，ｐ．２７参照
。

　　３）同上，ｐ．２８参照
。

　　４）　これらの叙述については，同論文，ｐ
．２５，２８，２９参照 。

お　わ　り　に

　この小論ては，代表的な国家独占資本主義についての文献を取り上げて，そ

の中での「独占資本の構造」と資本主義の矛盾の関連の取扱い方を中心に検討

を行 った。こく簡単に振り返ると ，レーニノにおいて定式化された「独占資本

の構造」かそのままモテル化され，無意識の内に独占資本の抽象的 ・　般的構

造として利用されてきたといえよう 。「生産関係説」においては，生産力の発

展から生産関係の杜会化が説明されたが，その両者をつなぐ独占資本の構造と

そのもとでの矛盾の具体的形態が分析されることなくすまされてきた。大内説

においても「資本の絶対的過剰生産」説を根拠として ，独占資本と中小資本と

の二重構造論や，独占資本の　般的投資行動の特徴から「広く ，深く ，長い」

恐慌や，それへの対応としての国家独占資本主義か説明されていた。また危機

説においても ，矛盾の把握が全般的危機説の四大矛盾論に影響されたため，対

杜会主義との対抗が前面に置かれ，アメリカ独占資本が直面している矛盾が特

殊アメリカ的なものとしててはなくて ，国家独占資本主義般のものとして取
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り扱われる傾向を持っていた。ただし，南説においては，ＩＢ部門の析出を通

じてアメリカ独占資本の特徴付けがなされたが，その目的は「奇形性」や「国

家への寄生性」の証拠の把握であり ，矛盾激化の証とされたのである 。ＩＢ部

門はそこで開発された技術の一部が世界に波及することにより ，８０年代の世界

的分業体制再編．の原動力にな った。そしてその中で，この部門のアメリカ独

占資本はそれなりの支配力を維持しながらも ，他方で西 ヨーロッバ ・日本の独

占資本の挑戦を受けている 。もし各国独占資本の世界市場における行動を具体

的に検討していたなら，アメリヵＩＢ部門の思義の評価もまた違ったものにな

っていたのではないだろうか 。

　エンゲルスが定式化した「資本主義の基本的矛盾」か，二つの発現形態，す

なわち「階級対立」と「生産の無政府性」という形態をとるということは，考

えてみれは大変分かりやすいことである 。資本主義杜会か一方で階級間矛盾を

抱え，他方で諸資本間の競争に起因する矛盾にたえず直面しながら運動をし ，

再編されて行くという姿は大変理解し易いはずである 。そしてこのことを理解

すれは，後はその具体的分析として独占資本間競争の具体的把握が問われ，そ

のためには各国独占資本の世界市場での競争関係を含む独占資本の構造の把握

が必要となるのは当然であろう 。省みれば不思議なことではあるが，国家独占

資本主義論においては，こうした当然のことが一つ一つ積み上げられないで ，

先にみたような演緯的方法で，資本主義の　般的法則（生産力の発展，恐慌，平

均利潤率の傾向的低下の法則）ないしは全般的危機説の四大矛盾という政治諸勢

力の対抗図から説明を試みたところに問題の発端があ ったのではないだろうか 。

国家独占資本主義論がその成立の当初から杜会主義をめざす戦略 ・戦術論とし

て出発したことから，ある意味では危機の理論をその内に含まざるをえなか っ

たという事情があるにしても ，逆にいえばそういう事情があるが故に，矛盾把

握の方法が問われていたといえよう 。

　現在，独占資本の構造が多事業部門化と多国籍企業化を軸に大きく変容を遂

げているか，このような状況のもとで資本主義の矛盾かとのような形態をとる

かか，具体的に検討されなげれはならない。そしてそのためには独占資本間の
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競争の形態が検討される必要がある 。レーニンの頃の独占資本の構造が大きく

変化したのに，その競争形態は依然として同じと考えることは許されないであ

ろう 。また，最近「レギ ュラシオン理論」が注目されているが，筆者にはそれ

は「資本主義的再編の理論」であると考えられる 。「資本主義的再編の理論」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
というのは，それがけして彼等の言葉でいう「最終的危機」（つまり杜会主義革

命のこと）を本気で考えないからであり ，その意味で本質的にブルジ ョア理論

の一つであろう 。しかし，それが提起した「資本主義的再編」の解明はきわめ

て重要な課題とな っており ，その意味からも ，現在の独占資本の構造の具体的

な把握か必要とされるのである 。現在，国家独占資本主義論はこうい った問題

を克服できるかどうかが問われているのではないだろうか 。

　　１）　 口べ 一ル ・ボワイエ著，山田鋭夫訳『レギ ュラシオン理論』１９８９年，新評論 ，

　　　ｐ．１１１～１１４参照
。

（１１５９）




